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論　文
行政と市民セクターとの協働における 
協働性評価の指標について
― Emerson & Nabatchiの評価指標にもとづいた考察 ―
小　川　大　和
アブストラクト：本論文では，行政と市民セクターとの協働における協働性評価の指標に着目した研究
を行う。協働性評価の指標等に関する研究は，先行研究で十分に追及されてこなかったものの，基本的
な指標等については，日本においては，ある程度共通性があるように思われる。しかしながら，それは協
働研究の先進地であるアメリカにおける評価指標等と異なっている部分も多く，異なる視点から考察する
ことで日本における評価指標等を更に充実させることが可能ではないかと考えられる。この問題意識に対
し，IIHOE（2014）による調査をベースとした著者個人によるオンライン調査により抽出した日本の自治
体（政令指定都市８団体，特別区２団体）の評価指標等と，アメリカの研究者であるEmerson ＆Nabatchi
の「協働における評価指標（Emerson & Nabachi（2015））」とを比較することで考察する。
１　はじめに
1990年以降，多くの地方自治体において，
ニュー・パブリック・マネジメント（NPM：
新公共経営）の考え方が広まり，PDCAサイク
ルの確立と同サイクルの「評価（Check）」に
該当する政策評価の導入が進められた。そのよ
うな中，行政と市民セクターが協働により実施
する事業の評価にも注目が集まっており，実際
に先進的な自治体を中心にマニュアル等に基づ
いた協働事業の評価が行われている。
他方，IIHOE（2014：37-38）によると，協
働事業の評価を実施している自治体は，調査に
回答した都道府県の86.4％，市区町村の33.2％
にとどまっており１，さらに2007年調査との比
１ IIHOE（2014：37）より著者が計算。
較で評価を実施していない県が３県増えるとい
う結果であった。定量的な事業評価が比較的容
易な民間企業と比べて，地方自治体の業績は定
量的に示しにくく，事業評価がただでさえ難し
い上，多様なアクターが参画する協働の評価は
更に難しいことが窺える。
このような中，協働事業の評価に関する研究
が様々な視点から蓄積され，実務家にフィード
バックされることで，より効果的な評価が各自
治体において実施されるとともに，それが，ひ
いては，協働事業の評価や協働自体の更なる推
進に繋がるのではないかと考えている。しかし
ながら，日本における協働事業の評価に関する
研究は，著者の管見の限りでは，必ずしも多い
とは言えず（小田切・新川（2010），小田切（2014），
金川（2007），三好（2011），IIHOE（2014）な
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ど），特に，評価の基本的な枠組み２の中でも
具体的な評価設問（すなわち，「評価基準・項目・
指標」。本論文においては，これらをまとめて「評
価指標等」又は単に「指標等」という。）につ
いては，先行研究で十分に追及されてこなかっ
た３。
そこで，本論文では，行政と市民セクターと
の協働における評価指標等に着目した研究を行
う。佐藤（2006：52）及び小田切・新川（2010：
15）によると，協働の評価は，事業評価（事業
の進捗や効率性，効果を評価）と協働性評価（協
働の過程や協働そのものの効果を評価）に分か
れるが，本論文では，協働性評価に焦点を当て
る。事業評価については，既存の民間企業にお
ける評価や行政における単独事業の評価の手法
の援用が可能であるが，協働性評価については，
参考とすべき手法が無い中，各自治体が模索し
ている部分もあるからである。
協働性評価の指標等に関する研究等は，著者
の管見の限りでは，コミュニティシンクタンク
評価みえが公開している市民と行政が行う事業
の評価指標等「事業評価システム2000」（コミュ
ニティシンクタンク評価みえ（WEB））とそれ
２ 評価の基本的枠組みは，評価対象，評価設問，
評価技法であると言われている（三好編著
（2010））。
３ アメリカでは協働指標に関する研究も行われて
おり，例えば，Ansell（2012）がGunton & Day
（2003）が示している「協働」の評価基準４つ：
①合意の達成，②代替的手段との比較における
協働プロセスの効率性，③協働プロセスと成果
に対する利害関係者の満足度，④利害関係者間
の関係強化や利害関係者のスキル・知識の向上
等のソーシャル・キャピタルの醸成の妥当性を
事例研究により実証している。
を山口県青年国際交流機構が任意団体版として
発 展 さ せ た「 事 業 評 価 シ ス テ ム2002 for 
Volunteer Group」（山口県青年国際交流機構
（WEB）），特定非営利活動法人パートナーシッ
プ・サポートセンターのパートナーシップの評
価基準（高浦（2004）），それらを整理した小田
切（2014：61）の「協働のプロセスを評価する
ための基準」などがあり，その他各自治体が協
働事業を評価する際に使用する指標等４があ
る。それぞれの評価基準を例として挙げると，
表１のとおりとなる５。
それぞれの視点からの評価基準となるので若
干の違いはあるものの，いずれも，計画段階に
おいては，目標・目的の共有，コミュニケーショ
ン，事業計画の作成，役割分担の明確化・共有
４ 各自治体における協働性評価の指標は，各自治
体が作成・公表するマニュアルに付属する資料
（ふりかえりシートと呼んでいる自治体が多い）
に記載していることが一般的である。各指標は，
協働の事業サイクル（事業の準備段階，実施段階，
終了後）に沿って設問形式で設けられているこ
とが多く，設問は，行政と市民セクターの関係
性や協働の手順に関する設問が多く見られる。
このふりかえりシートは，行政と市民セクター
がそれぞれ自己評価をし，結果を双方に共有す
る場合，行政と市民セクターがお互いを評価す
る場合等があり，評価の回数・公開レベル（共
有しない，対面で共有，文書で共有，HP上で公
開等）・活用度（次年度事業・制度等の改善に反
映等）等は自治体により異なる。なお，評価指
標等が充実しているのは仙台市（WEB），横浜
市（WEB）， 杉 並 区（WEB）， 大 阪 市（WEB）
など。
５ 山口県青年国際交流機構（WEB）は市民セクター
の視点から，杉並区（WEB）は行政の視点から，
小田切（2014）は研究者としての視点からの評
価基準となる。
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といった趣旨の基準，実施段階においては，役
割分担に基づく対応（パートナーシップ），進
捗管理，情報共有（コミュニケーション），危
機管理（課題への対応），受益者の満足度（意見，
要望）といった趣旨の基準，事業後においては，
目標達成度の確認，関係者・第三者評価，説明
責任（公表）といった趣旨の基準が並んでいる。
基本的な基準については，日本においては，あ
る程度共通性があるように思われる。
しかしながら，それは協働研究の先進地であ
るアメリカにおける評価指標等と比較しても同
じだろうか，異なる視点から考察することで日
本における評価指標等を更に充実させることが
可能なのではないだろうか，これが本論文にお
ける問題意識であり，従って，リサーチクエス
チョンは，「アメリカにあって日本にない指標
はどの指標か６」，「それらの指標は日本の自治
体において新たに設定する必要があるか」であ
る。
この問に対し，IIHOE（2014）による調査
をベースとした著者個人によるオンライン調査
により抽出した日本の自治体（政令指定都市８
団体，特別区２団体）の評価指標等と，アメリ
６ ここまで一般化できないことは承知しているが，
表現をシンプル化している。
表１：協働の評価基準（例）
山口県青年国際交流機構（WEB） 小田切（2014） 杉並区（WEB）
計画段階
1 活動目的との整合性 ミッション，目的共有 目的・成果目標の明確化，共有
2 活動計画との整合性 ステイクホルダー認識とコミュニケーション 意義・効果の検討，共有
3 事業の達成目標 目標設定 適正な選定手続
4 協力者との事前のコミュニケーション 事業計画 協議による事業計画作成
5 対象者との事前のコミュニケーション 役割分担の明確化，共有
6 過去の反省と情報収集
7 事業規模の適切さ
8 実施場所・時期，方法の計画
9 事業目的・達成目標の共有
10 事業計画書・収支計画書
11 スケジュールと役割分担
実施段階
12 事業実施の際のパートナーシップ 役割分担 役割分担に基づく適切な対応
13 人材の配置と課題解決 ステイクホルダー認識とコミュニケーション 受益者の満足度
14 適正な予算執行と課題解決 進捗管理 進捗状況や関連情報の共有
15 情報の共有 危機管理 課題への対応
16 広報の方法とわかりやすさ 情報公開
17 意見，要望のフィードバック
18 事業実施後の振り返り
事業後
19 協力者との事後のコミュニケーション 目標確認 成果目標の達成度
20 対象者との事後のコミュニケーション ステイクホルダー認識とコミュニケーション 協働効果の達成
21 事業目標の達成度 説明責任 課題・改善点の検討
22 人々の自立性とネットワーク 関係者間評価 ふりかえりの公表
23 協力者の満足度 第三者評価 事業継続・発展に関する検討
24 対象者の満足度
25 事業実施者の満足度
出所：著者作成
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カの研究者であるEmerson ＆Nabatchiの「協働
における評価指標（Emerson & Nabachi（2015））」
とを比較７することで考察する。
本論文は，第２節で研究方法を示した後，第
３節で考察を行い，最後に総括する。
２　研究方法
本節では，本論文のベースとなるEmerson & 
Nabathi（2015：180-206）が提示した協働事業
に お け る 協 働 性 評 価 の 指 標 を 示 し た 後，
Emerson & Nabathi（2015）の指標と日本の自
治体における指標との比較の方法を示す。
Emerson & Nabathi（2015）は，Emersonら（2012：
6） が 提 示 し た 統 合 モ デ ル（The Integrative 
Framework for Collaborative Governance）の構成
要素に沿って評価指標を提示していることか
ら，最初にEmersonら（2012）による協働ガバ
ナンスの統合モデルの概要を示す。
（1）統合モデルの概要
Emersonら（2012）は，行政，計画，紛争管理，
環境ガバナンスなど多様な応用分野の膨大な文
献を調査し，一連の概念的なフレームワーク，
研究結果，そして実践に基づく知識を，「協働
７ Emerson & Nabatchi（2015）が提示している指標
を参考にする理由は，抽象的・全体的な評価指
標ではなく，協働の各プロセスにおける具体的
な指標を多数提示しているからである。近年ア
メリカで構築された代表的な協働ガバナンスモ
デルのプロセスモデルは２つあり，１つはAnsell 
& Gash（2008：550）の「協働ガバナンスモデル」
であり，もう１つは，Emersonら（2012：6）の「統
合モデル」であるが，プロセスモデル作成後の
研究も含めて各プロセスにおける具体の評価指
標にまで言及しているのはEmersonのみである。
ガバナンス」の統合的なフレームワークへと統
合・拡張し，協働ガバナンスの統合モデルを提
示した（図１・表２）。
Emersonら（2012）の統合モデルにおいて，
協働は，①制度背景により，協働開始に向けた
②原動力が発生し，それが刺激となって，③協
働ダイナミクスが発生・循環し，④アウトプッ
トが産出され，⑤アウトカムが達成されて，そ
れによりコミュニティが変化に⑥適応していく
というプロセスを繰り返すとしている。モデル
の構成要素の説明を以下に示す。
制度背景（system context）
政治的（選挙など）・法的（新たな規制など）・
経済的（経済不況など）・環境的（異常気象など）
などの外的要因，利害関係者間の信頼／敵対関
係や課題への取組状況等の内的要因から構成さ
れる。これらの制度背景は協働の機会／脅威と
なり，協働の運営全般に対して影響を与える。
（協働開始に向けた）原動力（drivers）
制度背景により４つの協働開始に向けた原動
力が発生する：①選挙等による新たなリーダー
の誕生，②重要な動機の発生（自身の利益の達
成など），③利害関係者による相互依存性（自
身の目標達成には他者の力が必要である場合）
の認識，④利害関係者による不確実性の認識（リ
スクを拡散・共有するため，協働参加の誘因と
なる）。これらの原動力は協働開始を促進する。
協働ダイナミクス（collaborative dynamics）
原動力により協働ガバナンス・レジームが構
築された後，協働参加者は協働ダイナミクスに
従事する。協働ダイナミクスは，原則に基づい
5行政と市民セクターとの協働における協働性評価の指標について 
た 取 組（principled engagement）， 共 通 の 動 機
（shared motivation），共同の能力（joint capacity）
である。原則に基づいた取組は，①発見（共通
の目的の探求），②定義（共通の行動理論の設
定），③熟議，④決定（課題設定・合意形成）
のプロセスの循環であり，共通の動機は，①相
互信頼，②相互理解，③内部の合法性，④共通
のコミットメントの醸成のプロセスの循環であ
（協働開始の）原動力
（drivers）
原則に
基づいた取組
（Principled 
engagement）
共同の能力
（joint 
capacity）
共通の動機
（shared
motivation）
協働ダイナミクス
（collaboration dynamics）
誘導
活動
（actions）
アウトカム
適応（adaptation）
協働ガバナンス・レジーム
（collaborative governance regime）
アウトカム（outcome） 適応
制度背景（system context）
図１：Emersonら（2012）の統合モデル
出所：統合モデルを著者が邦訳
表２：統合モデルの定理
構成要素 定理
原動力
・協働開始には，原動力となるリーダーシップ，重要なインセンティブ，相互依存性，又は不確実性のいずれか1つ以上が必要
である。
・より多くの原動力が参加者に認識されると，協働がより開始されやすい傾向にある。
協
働
ダ
イ
ナ
ミ
ク
ス
基本的な活動 ・基本的な活動は，発見，定義，熟議，決定という相互プロセスにより発生し，維持される。・基本的な活動の有効性は，部分的には，これらの相互プロセスの質により決定される。
共通の動機
・基本的な活動を通じ，質の高いインタラクション（意思疎通）が何度も繰り返されると，信頼，相互理解，内部合法性，共通
のコミットメントが醸成され，ひいては，共通のモチベーション（動機）を生み出し，維持する。
・共通の動機が一旦生み出されると，今度は共通の動機が，基本的な活動を維持し，強化するという好循環が生まれる。
協働に向けた
新しい能力
・基本的な活動と共通の動機は，制度，リーダーシップ，知識，資源の発展を刺激し，それによって，協働に向けた新しい能力
が生まれ，維持される。
・協働に向けた新しい能力の4つの要素（制度，リーダーシップ，知識，資源）の求められる水準は，協働の目的，共通の行動
理論，目標とするアウトカム（成果）により決定される。
・協働ダイナミクスの質と程度は，基本的な活動，共通の動機，新しい能力の間での生産的で自己強化的な相互作用により決定
される。
協働行動
・協働行動は，以下の場合において，より実行されやすい
－協働参加者間で共通の行動理論が明らかに認められる場合
－協働ダイナミクスが，新しい能力を生み出すために機能している場合
インパクト（効果） ・協働行動の結果であるインパクトは，それらが協働ダイナミクスにおける共通の行動理論に基づく時，目標とする成果により近くなり，予期せぬネガティブな結果も少なくなる傾向にある。
適応 ・協働が環境や協働の結果であるインパクトの水準に適応する時，協働はより持続的になる。
出所：Emersonら（2012）の定理を著者が整理・邦訳
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り，共同の能力は，①手続的・制度的な整備，②
リーダーシップ，③知識，④資源の獲得のプロ
セスの循環である。これらの構成要素は相互に
作用・強化するとともに，協働活動を産出する。
協働活動（collaborative actions）・アウトカム
（outcome）・適応（adaptation）
協働活動は，状況により異なるが，協働の成
果として産出される法令制定，計画策定，公共
施設の管理等のアウトプットである。協働活動
の結果，環境的・社会的・経済的・政治的・文
化的な変化（新しい社会的財の創出や技術革新
による付加価値等）がアウトカムとして発生し，
そのアウトカムによりコミュニティが高い水準
に移行することを適応という。
（2）Emerson & Nabatchi（2015） に よ る 協
働性評価の指標
前述のとおり，Emerson & Nabatchi（2015）は，
Emersonら（2012）の統合モデルの構成要素に
沿って評価指標を提示している８。Emerson & 
Nabatchi（2015）は，Thomas & Koontz（2011）
の提唱する単一の公的機関における業績評価モ
デル，同じくKoontz & Thomas（2012）の提唱
する官民連携の業績評価モデルを協働に応用し
８ Emerson & Nabatchi（2015）による評価指標につ
いても，原著では「Sample indicators」となって
おり，協働ガバナンスの評価指標として確立さ
れたものではないが，異なる視点を提供すると
いう意味において，比較対象とすることは一定
の意義があると考えている（Emerson & Nabatchi
（2015）の評価指標と共通しているから良い，共
通していないから悪い，というわけではなく，
あくまで本論文の目的は新たな視点の提供であ
る）。
た上で，ロジックモデル（Logic Model）９を活
用してこの評価指標を導出している。Emerson 
& Nabatchi（2015）は，統合モデルの全ての構
成要素の評価指標を提示しているが，本論文で
は，分析対象となる協働性評価の指標のみを提
示する（統合モデルのうち，「協働ダイナミクス」
の評価がすなわち協働性評価に該当し，「協働
活動・アウトカム・適応」の評価がすなわち事
業評価に該当すると考えられるため，本論文に
おいては，「協働ダイナミクス」の評価指標の
みを示す）。表３は，協働ダイナミクスの各構
成要素に沿ったEmerson & Nabatchi（2015）の
指標である。各指標の説明を以下に示す。
発見
発見に関する評価指標は，「①参加者が示し
ている関心・懸念・価値の程度」，「②参加者が
共有している目標を認識している程度」，「③協
働の参加が自身の関心にどのように役立つかと
いう認識の程度」，「④参加者が関連情報を特定・
共有・分析している程度」である。「発見」が
参 加 者 間 で 価 値 の 相 違 を 認 識 す る こ と
（Emerson & Nabatchi（2015a：61）），共通の目
的の探求であることを踏まえると，①各参加者
がそれぞれ関心・懸念・価値を示し，また，②
各参加者が共有している目標を認識し，③協働
への参加が自身の関心にどのように役立つか
（意義・必要性）を認識する，④それらの認識
に必要な関連情報を各参加者が特定・共有・分
析しているか，という一連のプロセスについて，
９ インプット，プロセス，アウトプット，アウト
カムの因果関係を追跡する評価ツールの１つで
あり，事業評価の概念化等を手助けするものと
して，政策分析などに幅広く活用されている。
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表３：Emerson & Nabatchi（2015）による協働性評価の指標
各構成要素におけるEmerson & Nabatchi（2015）の評価指標
構成要素 評価指標
協
働
ダ
イ
ナ
ミ
ク
ス
原
則
に
基
づ
い
た
取
組
発見
（関連情報の特定・分析）
①　参加者が示している関心・懸念・価値の程度
②　参加者間で共有している目標を認識している程度
③　協働の参加が自身の関心にどのように役立つかという認識の程度
④　参加者が関連情報を特定・共有・分析している程度
定義
（協働ガバナンス・レジームが有する課
題に対する共通の意味の構築）
⑤　共通目的・目標に関する参加者の認識の程度
⑥　参加者間で問題定義が共有されている程度
⑦　参加者が概念・専門用語を定義している程度
⑧　参加者が作業・期待を明らかにしている程度
⑨　参加者が評価基準を作成している程度
熟議
（課題に取り組むための率直・合理的な
議論の活用）
⑩　参加者が公平で市民的な会話に従事している程度
⑪　コミュニケーションにおいて参加者がオープンで包摂的である程度
⑫　参加者が率直・合理的な議論をしている程度
⑬　参加者が自身の意見を述べている程度
⑭　参加者が思慮深く他者の考えを傾聴している程度
⑮　参加者が対立や意見の不一致を管理している程度
⑯　参加者が議論の後に自身の考えを変えている程度
決定
（協働ガバナンス・レジームにより到達
した意思決定）
⑰　共通の目的・目標に対する明確な合意
⑱　手続的・運営的な意思決定の数・種類（議題設定，議論の審議，作業グループの任命等）
⑲　重要な意思決定の数・種類（技術的／政策関連の意思決定，今後の取組に関する意思決定等）
⑳　合意の受容性・公平性／平等性
㉑　合意の耐久性・頑強性・有効性
共
通
の
動
機
信頼
（他者の信頼性・能力に対する自信）
㉒　参加者間の信頼の認知水準
㉓　参加者が相互に合理的・予測可能・信頼できると信じている程度
相互理解
（違いへの感謝・寛容さ）
㉔　参加者が参加者間の違いを特定し，尊重することができる程度
㉕　参加者が安心して他者に情報を示すことができる程度
㉖　他者に感謝し，他者から感謝されている程度
内部合法性
（協働ガバナンス・レジームやその参加
者の価値・信頼性に関する考え方）
㉗　参加者が協働ガバナンス・レジームやその参加者を有益で価値があり・信頼できると考え
ている程度
コミットメント
（協働ガバナンス・レジーム・その集団
の目的・目標・変化に対する献身・責任）
㉘　参加者が協働ガバナンス・レジームやその目的・目標にコミットしている程度
㉙　アウトカム達成に向けた参加者のモチベーションの程度
㉚　参加者がアウトカムに対して責任を持ち，説明責任を有している程度
共
同
の
能
力
手続的・制度的な整備
（長期間にわたり協働ガバナンス
・レジームを管理する規則）
㉛　基礎的ルール・運営規則・意思決定ルール・設立趣意書・条例・規則・規制の性質・質
㉜　協働ガバナンス・レジームの効果的管理を可能とする準備の程度
㉝　協働ガバナンス・レジームにおいて個々の機関が有している制度的整備の程度
リーダーシップ
（様々な機能を行うための協働ガバナン
ス・レジーム参加者による様々な役割）
㉞　リーダーとリーダーが果たせる／果たせないリーダーシップの数・種類（推進者／支援者／
議長／ファシリテーター／調停者／専門家）
知識
（情報・データ・専門性の創出・共有・
分析）
㉟　関連知識が創出され，発展された程度（そして，どのようにして発展されたか）
㊱　有形・無形の知識管理が明確になされている程度
㊲　高品質・信頼性の高い情報が提示され，アクセス可能であり，参加者に理解された程度
㊳　知識創出・管理に科学技術が活用された程度
資源
（協働ガバナンス・レジームの共通目的
を達成するために必要な人的・技術的・
財政的・その他の資源の獲得）
㊴　資金・事務的支援・専門性・ツール・その他の資源が獲得された程度
㊵　全参加者が様々な資源の獲得に貢献し，有効活用することができた程度
㊶　参加者が他者の資源・能力の多様性を包摂する努力をした程度
出所：著者作成（Emerson & Nabatchi（2015）の評価指標を著者が整理・邦訳）
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数値化（測定）する趣旨の指標である。
定義
定義に関する評価指標は，「⑤共通目的・目
標に関する参加者の認識の程度」，「⑥参加者間
で問題定義が共有されている程度」，「⑦参加者
が概念・専門用語を定義している程度」，「⑧参
加者が作業・期待を明らかにしている程度」，「⑨
参加者が評価基準を作成している程度」である。
「定義」が共通の行動理論の設定であることを
踏まえると，「発見」の結果を踏まえて，全参
加者共通の目的・目標が設定され，⑤それを各
参加者が認識し，⑥その共通目的・目標の達成
に向けた課題を定義・共有し，⑦その中で必要
な概念・専門用語を定義し，⑧共通目的・目標
の達成に必要な作業や各参加者への期待（役割
分担）を明らかにし，⑨その結果を評価するた
めの基準を各参加者関与のもとで作成する，と
いう一連のプロセスについて，数値化する趣旨
の指標である。
熟議
熟議に関する評価指標は，「⑩参加者が公平
で市民的な会話に従事している程度」，「⑪コ
ミュニケーションにおいて参加者がオープンで
包摂的である程度」，「⑫参加者が率直・合理的
な議論をしている程度」，「⑬参加者が自身の意
見を述べている程度」，「⑭参加者が思慮深く他
者の考えを傾聴している程度」，「⑮参加者が対
立や意見の不一致を管理している程度」，「⑯参
加者が議論の後に自身の考えを変えている程
度」である。各指標を包括すると（多少の意訳
も含めて），⑩⑪全参加者がコミュニケーショ
ンに参加できており，その中で公平な関係性で
あること，⑫⑬⑭⑮全体として率直・合理的な
議論が行われており，各参加者が意見を述べ
る／傾聴していること，その中で対立や意見の
不一致があれば管理をすること，⑯個人の価値
に基づいた自身の考えを議論により協働全体の
（参加者共通の）考えに適応させること，につ
いて，数値化する趣旨の指標である。
決定
決定に関する評価指標は，「⑰共通の目的・
目標に対する明確な合意」，「⑱手続的・運営的
な意思決定の数・種類（議題設定，議論の審議，
作業グループの任命等）」，「⑲重要な意思決定
の数・種類（技術的／政策関連の意思決定，今
後の取組に関する意思決定等）」，「⑳合意の受
容性・公平性／平等性」，「㉑合意の耐久性・頑
強性・効率性」である。「決定」が課題設定・
合意形成であることを踏まえると，⑰共通の目
的・目標について参加者間で明確な合意ができ
ているか否か，⑱⑲手続的・運営的な意思決定
や協働の内容面での意思決定が数多く・多様に
できているか否か，⑳合意はどれだけ多くの参
加者に受け入れられており，それは公平・平等
であるか否か，㉑合意はどれだけ長期的・強固
に継続し，有効性が高いか，について評価する
趣旨の指標である。
信頼
信頼に関する評価指標は，「㉒参加者間の信
頼の認知水準」，「㉓参加者が相互に合理的・予
測可能・信頼できると信じている程度」である。
㉒参加者同士が相互にどの程度信頼している
か，㉓参加者が他の参加者の合理性・予測可能
性をどの程度信頼しているか，について，数値
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化する趣旨の指標である。
相互理解
相互理解に関する評価指標は，「㉔参加者が
参加者間の違いを特定し，尊重することができ
る程度」，「㉕参加者が安心して他者に情報を示
すことができる程度」，「㉖他者に感謝し，他者
から感謝されている程度」である。㉔㉕㉖参加
者が，参加者間の多様性を尊重し，安心して情
報開示することができ，相互に感謝し合ってい
るか，について，数値化する趣旨の指標である。
内部の合法性
内部の合法性に関する評価指標は，「㉗参加
者が協働ガバナンス・レジームやその参加者を
有益で価値があり，信頼できると考えている程
度」である。㉗協働ガバナンス・レジーム自体
に対する信頼について，数値化する趣旨の指標
である。
コミットメント
コミットメントに関する評価指標は，「㉘参
加者が協働ガバナンス・レジームやその目的・
目標にコミットしている程度」，「㉙アウトカム
達成に向けた参加者のモチベーションの程度」，
「㉚参加者がアウトカムに対して責任を持ち，
説明責任を有している程度」である。㉘㉙㉚参
加者が，どの程度協働ガバナンス・レジームに
コミットし，アウトカム達成に向けたモチベー
ションを有し，その結果に対して説明責任を有
しているか，について，数値化する趣旨の指標
である。
手続的・制度的な整備
手続的・制度的な整備に関する評価指標は，
「㉛基礎的ルール・運営規則・意思決定ルール・
設立趣意書・条例・規則・規制の性質・質」，「㉜
協働ガバナンス・レジームの効果的管理を可能
とする準備の程度」，「㉝協働ガバナンス・レジー
ムにおいて個々の機関が有している制度的整備
の程度」である。㉛協働ガバナンスに必要な手
続的・制度的な整備の性質・質，㉜協働ガバナ
ンス・レジームの効果的管理を可能とする手続
的・制度的整備の状況，㉝個々の参加機関が有
している制度的整備について，数値化する趣旨
の指標である。
リーダーシップ
リーダーシップに関する評価指標は，「㉞リー
ダーとリーダーが果たせる／果たせないリー
ダーシップの数・種類（推進者／支援者／議長／
ファシリテーター／調停者／専門家）」である。
㉞リーダーの有無，及びそのリーダーが果たせ
る／果たせないリーダーシップの数・種類につ
いて，数値化する趣旨の指標である。
なお，「推進者」とは協働活動を推進する（前
に進める）役割，「支援者」とは参加者の取組
を支援する役割，「議長」とは熟議を統括する
役割，「ファシリテーター」とは参加者間の議
論を円滑に進める役割，「調停者」とは参加者
間の対立を調停する役割，「専門家」とは必要
な専門的知見をグループに付与する役割であ
り，すべてリーダーに求められる役割とされて
いる。
知識
知識に関する評価指標は，「㉟関連知識が創
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出され，発展された程度（そして，どのように
発展されたか）」，「㊱有形・無形の知識管理が
明確になされている程度」，「㊲高品質・信頼性
の高い情報が提示され，アクセス可能であり，
参加者に理解された程度」，「㊳知識創出・管理
に科学技術が活用された程度」である。㉟㊱㊲
㊳知識が創出・発展され，それらの知識に参加
者がアクセス可能であり，知識が科学技術（IT
等）により管理される，という一連のプロセス
について，数値化する趣旨の指標である。
なお，「知識」とは，「参加者間で共有・重要
度評価・加工された後，協働ガバナンス・レジー
ムの価値・判断と統合された情報の社会資産
（Social Capital）10」（Emerson & Nabatchi（2015a：
72））とされている。これには，多様な参加者
の知識・情報の合成による（協働型事業という
文脈での）新しいアイディアや理解の創造，創
造された知識の協働経験の蓄積による発展など
が含まれると考えられる。知識管理とは，創造・
発展された知識の保存・継承等のことである。
資源
資源に関する評価指標は，「㊴資金・事務的
支援・専門性・ツール・その他の資源が獲得さ
れた程度」，「㊵全参加者が様々な資源の獲得に
貢献し，有効活用することができた程度」，「㊶
参加者が他者の資源・能力の多様性を包摂する
努力をした程度」である。㊴様々な資源の獲得
状況，㊵獲得した資源への参加者の貢献度・ア
クセス状況，㊶他の参加者が有する資源・能力
の多様性に対する包摂性について，数値化する
10 文脈を考慮し，あえて一般的な訳語である「社
会関係資本」とは訳していない。
趣旨の指標である。
（3）Emerson & Nabatchi（2015） の 評 価 指
標と各比較対象の評価指標との比較方法
最初に，Emerson & Nabatchi（2015）の評価
指標と比較を行う自治体の抽出を行った。本論
文における調査は，IIHOE（2014）の調査11を
ベースにさせていただいた12。本論文では，
IIHOE（2014）の調査における対象団体（255）
のうち，都道府県（47）を除いた208市区町
村13，14を調査対象団体とした。208市区町村のう
ち，関連する設問15に回答したのは202市区町
11 IIHOEは，2004年に，協働を促すしくみの整備
状況やその活用の度合い，市民・NPOの参画度，
関連情報の公開度など，適切な官民協働に向け
た「協働環境」（協働のしやすさ）を定量的に明
らかにすることで，現状と課題を明確に把握し，
具体的な改善を促すことを目的として「都道府
県，主要市におけるNPOとの協働環境に関する
調査」を実施しており，その後も2005年に第２回，
2007年に第３回，2009年に第４回，2014年に第
５回と継続的に調査を実施している。
12 本論文における調査は，著者個人で行ったため，
効率的に調査を行う必要があり，協働事業の評
価を実施している自治体を特定している IIHOE
の調査結果を活用させていただいた。
13 20政令指定都市，28中核市，136市区，24町村（2014
年当時の区分）
14 市区町村のみを対象としている理由は，都道府
県より市区町村の方が市民セクターとの協働が
一般的であり，具体的に観察可能な協働の数が
多いため，協働評価の影響も大きいからである。
15 「協働事例の評価・ふりかえりが行われ，制度の
改善に生かされているか？」という設問であり，
０（評価を実施していない）～６（各協働事業
について複数回実施された評価・ふりかえりの
結果が公開され，次年度の事業と制度の改善に
反映されるしくみがある）まで回答が用意され
11行政と市民セクターとの協働における協働性評価の指標について 
村であり，そのうち，何かしらの評価を実施し
ていると回答したのは135市区町村であった。
135市区町村の中でも，事業評価のみを実施し
協働性評価を実施していない団体，協働性評価
を実施していても評価指標を公表していない団
体もあるため，著者個人ですべての団体（135）
についてオンライン調査（自治体の公式HPを
１つ１つ確認）を実施して確認した。
結果として，協働性評価を実施し，かつ，評
価項目を公表していた団体は22あった。具体的
には，仙台市，さいたま市，横浜市，川崎市，
名古屋市，大阪市，広島市，福岡市，郡山市，
新宿区，杉並区，宮崎市，福島市，水戸市，福
井市，大垣市，草津市，松江市，鹿嶋市，交野
市，阪南市，田川市であり，比較的規模の大き
い市区や協働提案制度を有するなど協働に積極
的・先進的な自治体が多かった16。そのうち，
指標が充実している政令指定都市及び特別区
（仙台市，さいたま市，横浜市，川崎市，名古
屋市，大阪市，広島市，福岡市，新宿区，杉並
区（10団体））を本論文における分析の対象
（Emerson & Nabatchi（2015） と の 比 較 対 象 ）
とすることとした。なお，上記10団体の評価指
標は，それ以外の自治体（残りの12団体）の評
価指標を包含していることは確認済であり，そ
れ以外の自治体を含めないことで漏れが生じる
評価指標はない。
次に，Emerson & Nabatchi（2015）の評価指
ている。０～６の回答のうち，０以外は何かし
らの評価を行っているという回答になっている。
16 2019年９月１日時点の情報による。協働性評価
の項目について公開していたにも関わらず，分
析対象とならなかった自治体が存在する場合，
それは著者の見落としによるものである。
標①～㊶を意味が損なわないよう項目化し，「計
画段階」，「実施段階」，「事業後」に振り分けて，
①比較対象となる10団体の評価指標と同じ趣旨
のものに網掛けをするとともに，番号で関連付
けした（表４参照17）。すなわち，網掛けがな
されている評価指標は日本・アメリカ共通の指
標，白抜きの評価指標はどちらかにしかない指
標となる。白抜きの評価指標のうち，Emerson 
& Nabatchi（2015）にしかない評価指標が，す
なわち，リサーチクエスチョンである「アメリ
カにあって日本にない指標はどの指標か」の解
である。
その後，それらの「アメリカにあって日本に
ない指標」について，日本の自治体で設定する
必要があるか否か，すなわち，もう１つのリサー
チクエスチョンである「それらの指標は日本の
自治体において新たに設定する必要があるか」
について１つ１つ検討していく。
３　考　察
─Emerson & Nabatchi（2015）の評価指標
と各比較対象の評価指標を比較した結果─
表５が，本論文の調査結果である18。なお，
17 一番右の縦列がEmerson & Nabatchi（2015）の
評価指標を項目化したもの，その左の３つの縦
列が，例として，山口県青年国際交流協会
（WEB），小田切（2014），杉並区（WEB）の評
価項目であり，Emerson & Nabatchi（2015）の項
目と合致する場合，色をつけ，該当番号を記し
ている。同様の作業をすべての分析対象団体で
行い，Emerson & Nabatchi（2015）の評価指標ご
との該当性を整理している。
18 評価項目の文言は一致していないものの，趣旨
が一致しているものには〇をつけている。また，
部分的に一致しているものには△をつけている。
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表
４
：
各
比
較
対
象
と
E
m
erson &
 N
abatchi（
2015）
と
の
該
当
性
の
確
認
作
業
（
例
）
山
口
県
青
年
国
際
交
流
機
構（
W
EB）
小
田
切
（
2014）
杉
並
区
（
W
EB）
Em
erson &
 N
abatchi（
2015）
視
点
市
民
セ
ク
タ
ー
研
究
者
自
治
体
全
参
加
者
協
議
・
計
画
段
階
活
動
目
的
と
の
整
合
性
ミ
ッ
シ
ョ
ン
，
目
的
共
有
（
⑤
）
目
的
・
成
果
目
標
の
明
確
化
，
共
有
（
⑤
）
①
関
心
・
懸
念
・
価
値
の
提
示
活
動
計
画
と
の
整
合
性
ス
テ
イ
ク
ホ
ル
ダ
ー
認
識
と
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
意
義
・
効
果
の
検
討
，
共
有
（
③
）
②
参
加
者
個
々
の
目
標
の
共
有
事
業
の
達
成
目
標
（
⑤
）
目
標
設
定
（
⑤
）
選
定
手
続
の
適
正
性
③
意
義
・
必
要
性
の
認
識
協
力
者
と
の
事
前
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
（
①
，
②
）
事
業
計
画
協
議
に
よ
る
事
業
計
画
作
成
④
関
連
情
報
の
特
定
・
共
有
・
分
析
対
象
者
と
の
事
前
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
役
割
分
担
の
明
確
化
，
共
有
（
⑧
）
⑤
共
通
目
的
・
目
標
に
関
す
る
認
識
過
去
の
反
省
と
情
報
収
集
⑥
問
題
定
義
の
共
有
事
業
規
模
の
適
切
さ
⑦
概
念
・
専
門
用
語
の
定
義
実
施
場
所
・
時
期
，
方
法
の
計
画
⑧
参
加
者
間
で
の
作
業
・
期
待
の
明
確
化
事
業
目
的
・
達
成
目
標
の
共
有
（
⑤
）
⑨
評
価
基
準
の
作
成
事
業
計
画
書
・
収
支
計
画
書
㉛
基
礎
的
ル
ー
ル
・
運
営
規
則
・
意
思
決
定
ル
ー
ル
・
設
立
趣
意
書
・
条
例
・
規
則
・
規
制
の
性
 
質
・
質
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
と
役
割
分
担
（
⑧
）
㉜
協
働
ガ
バ
ナ
ン
ス
・
レ
ジ
ー
ム
の
効
果
的
管
理
を
可
能
と
す
る
準
備
の
程
度
㉝
協
働
ガ
バ
ナ
ン
ス
・
レ
ジ
ー
ム
に
お
い
て
個
々
の
機
関
が
有
し
て
い
る
制
度
的
整
備
の
程
度
実
施
段
階
事
業
実
施
の
際
の
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
役
割
分
担
（
⑧
）
役
割
分
担
に
基
づ
く
適
切
な
対
応
⑩
公
平
で
市
民
的
な
会
話
㉑
合
意
の
耐
久
性
・
頑
強
性
・
効
率
性
人
材
の
配
置
と
課
題
解
決
ス
テ
イ
ク
ホ
ル
ダ
ー
認
識
と
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
受
益
者
の
満
足
度
⑪
オ
ー
プ
ン
で
包
摂
的
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
㉒
参
加
者
間
の
信
頼
の
認
知
水
準
適
正
な
予
算
執
行
と
課
題
解
決
進
捗
管
理
進
捗
状
況
や
関
連
情
報
の
共
有
（
④
）
⑫
率
直
・
合
理
的
な
議
論
㉓
合
理
性
・
予
測
可
能
性
へ
の
信
頼
情
報
の
共
有
（
④
）
危
機
管
理
課
題
へ
の
対
応
⑬
熟
議
に
お
け
る
自
身
の
意
見
の
表
出
㉔
参
加
者
間
の
違
い
を
尊
重
広
報
の
方
法
と
わ
か
り
や
す
さ
情
報
公
開
（
㉚
）
⑭
熟
議
に
お
け
る
他
者
の
意
見
の
傾
聴
㉕
他
の
参
加
者
へ
の
情
報
開
示
意
見
，
要
望
の
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
⑮
対
立
や
意
見
の
不
一
致
の
管
理
㉖
他
の
参
加
者
へ
の
感
謝
事
業
実
施
後
の
振
り
返
り
⑯
参
加
者
自
身
の
考
え
の
変
化
㉗
協
働
ガ
バ
ナ
ン
ス
・
レ
ジ
ー
ム
へ
の
信
頼
⑰
共
通
目
的
・
目
標
に
対
す
る
合
意
㉘
協
働
ガ
バ
ナ
ン
ス
・
レ
ジ
ー
ム
へ
の
コ
ミ
ッ
ト
⑱
手
続
的
・
運
営
的
な
意
思
決
定
の
数
・
種
類
㉙
ア
ウ
ト
カ
ム
達
成
に
向
け
た
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
⑲
重
要
な
意
思
決
定
の
数
・
種
類
㉚
ア
ウ
ト
カ
ム
に
対
す
る
説
明
責
任
⑳
合
意
の
受
容
性
・
公
平
性
／
平
等
性
㉞
リ
ー
ダ
ー
と
リ
ー
ダ
ー
が
果
た
せ
る
／
果
た
せ
な
い
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
の
数
・
種
類
終
了
・
評
価
段
階
（
事
業
後
）
協
力
者
と
の
事
後
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
目
標
確
認
成
果
目
標
の
達
成
度
㉟
関
連
知
識
が
創
出
さ
れ
，
発
展
さ
れ
た
程
度
対
象
者
と
の
事
後
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
ス
テ
イ
ク
ホ
ル
ダ
ー
認
識
と
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
協
働
効
果
の
達
成
㊱
有
形
・
無
形
の
知
識
管
理
事
業
目
標
の
達
成
度
説
明
責
任
（
㉚
）
課
題
・
改
善
点
の
検
討
㊲
高
品
質
・
信
頼
性
の
高
い
情
報
へ
の
ア
ク
セ
ス
人
々
の
自
立
性
と
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
㊴
）
関
係
者
間
評
価
ふ
り
か
え
り
の
公
表
（
㉚
）
㊳
知
識
創
出
・
管
理
へ
の
科
学
技
術
の
活
用
協
力
者
の
満
足
度
第
三
者
評
価
事
業
継
続
・
発
展
に
関
す
る
検
討
㊴
資
金
・
事
務
的
支
援
・
専
門
性
・
ツ
ー
ル
・
そ
の
他
の
資
源
の
獲
得
対
象
者
の
満
足
度
㊵
資
源
獲
得
へ
の
貢
献
と
有
効
活
用
事
業
実
施
者
の
満
足
度
㊶
他
者
の
資
源
・
能
力
の
多
様
性
の
包
摂
へ
の
努
力
出
所
：
著
者
作
成
13行政と市民セクターとの協働における協働性評価の指標について 
協働については，各自治体が先進自治体を参考
に制度設計をすることが多く，制度内容等が似
ることが多いが，協働の評価指標については，
一定のばらつきが見られた。
発見
どの指標についても，一定の団体が該当（〇
又は△）しており，日本においても，評価指標
として一定程度認識されていることが確認され
た。
定義
全ての比較対象団体が該当している，「③共
通目的・目標に関する参加者の認識の程度」，「⑧
参加者が作業・期待を明らかにしている程度」
をはじめ，「⑦参加者が概念・専門用語を定義
している程度」以外の指標については，一定の
〇又は△がついており，日本においても，評価
指標として一定程度認識されていることが確認
された。
「⑦参加者が概念・専門用語を定義している
程度」については，日本の自治体においては，
自治体が作成・公表するマニュアルに整理され
ていることが多く，事前に協働参加者が目を通
していることが想定されることから評価指標に
は含まれていないと考えられる。
「⑨参加者が評価基準を作成している程度」
については，１団体〇，１団体△と該当数が少
ないという結果であった。全体的に分析対象団
体の評価指標に挙げられていたのは，自治体の
視点からの評価指標であり，例えば，地域ニー
ズの充足，地域課題の解決，市民満足度の向上
などであった。他方，市民セクターの視点から
の評価についても，多くの団体で「自治体と市
民セクターで双方の目的について協議・共有・
合意したか」といった趣旨の項目で担保してい
た。多くの自治体で市民セクターが評価指標の
作成に関与していないものの（自治体が作成し
た評価指標等を用いて協働を評価しているもの
の），それをもって市民セクターの視点から協
働を評価していない，というわけではないよう
である。しかしながら，目的達成以外の指標で
市民セクターの視点からの指標はほとんどな
く，例えば，市民セクターの目的達成のために
自治体がどの程度貢献できたか，どの程度資源
等のサポートをすることができたか，といった
市民セクターの視点から自治体を評価するよう
な指標を含めてもよいのではないか，そういっ
た意味で，評価指標等を自治体・市民セクター
協議の上で双方の視点から一緒に作成してもい
いのではないかと考える。
熟議
「⑩参加者が公平で市民的な会話に従事して
いる程度」以外の項目については，どの団体も
該当なしという結果であった。「⑩参加者が公
平で市民的な会話に従事している程度」につい
ては，「行政と市民セクターとの間で対等に意
見交換などが行われたか」という趣旨の評価指
標を挙げている自治体を〇にしている。すなわ
ち，対等性以外の熟議に関する指標はどの団体
も挙げていないことになる。
アメリカでは，１人の声が大きい参加者によ
り協働の場が支配されると協働の効果が弱くな
るという考えが多くの研究者により指摘されて
おり（Ansell & Gash（2008：551）など），そう
いった趣旨から熟議に関して全員が公平に意見
を伝える／傾聴する，ということを重視してい
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表
５
：
E
m
erson &
 N
abatchi（
2015）
の
評
価
指
標
と
各
比
較
対
象
の
該
当
性
各
構
成
要
素
に
お
け
る
Em
erson &
 N
abatchi（
2015）
の
評
価
指
標
仙
台
市
さ
い
た
ま
市
横
浜
市
川
崎
市
名
古
屋
市
大
阪
市
広
島
市
福
岡
市
新
宿
区
杉
並
区
構
成
要
素
評
価
指
標
協働ダイナミクス
原則に基づいた取組
発
見
（
関
連
情
報
の
特
定
・
分
析
）
①
　
参
加
者
が
示
し
て
い
る
関
心
・
懸
念
・
価
値
の
程
度
〇
〇
〇
〇
〇
②
　
参
加
者
間
で
共
有
し
て
い
る
目
標
を
認
識
し
て
い
る
程
度
〇
〇
〇
〇
〇
③
　
協
働
の
参
加
が
自
身
の
関
心
に
ど
の
よ
う
に
役
立
つ
か
と
い
う
認
識
の
程
度
〇
〇
〇
〇
〇
④
　
参
加
者
が
関
連
情
報
を
特
定
・
共
有
・
分
析
し
て
い
る
程
度
△
△
△
△
定
義
（
協
働
ガ
バ
ナ
ン
ス
・
レ
ジ
ー
ム
が
有
す
る
課
題
に
対
す
る
共
通
の
意
味
の
構
築
）
⑤
　
共
通
目
的
・
目
標
に
関
す
る
参
加
者
の
認
識
の
程
度
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇
⑥
　
参
加
者
間
で
問
題
定
義
が
共
有
さ
れ
て
い
る
程
度
〇
〇
〇
⑦
　
参
加
者
が
概
念
・
専
門
用
語
を
定
義
し
て
い
る
程
度
⑧
　
参
加
者
が
作
業
・
期
待
を
明
ら
か
に
し
て
い
る
程
度
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇
⑨
　
参
加
者
が
評
価
基
準
を
作
成
し
て
い
る
程
度
〇
△
熟
議
（
課
題
に
取
り
組
む
た
め
の
率
直
・
合
理
的
な
議
論
の
活
用
）
⑩
　
参
加
者
が
公
平
で
市
民
的
な
会
話
に
従
事
し
て
い
る
程
度
〇
〇
〇
〇
⑪
　
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
お
い
て
参
加
者
が
オ
ー
プ
ン
で
包
摂
的
で
あ
る
程
度
⑫
　
参
加
者
が
率
直
・
合
理
的
な
議
論
を
し
て
い
る
程
度
⑬
　
参
加
者
が
自
身
の
意
見
を
述
べ
て
い
る
程
度
⑭
　
参
加
者
が
思
慮
深
く
他
者
の
考
え
を
傾
聴
し
て
い
る
程
度
⑮
　
参
加
者
が
対
立
や
意
見
の
不
一
致
を
管
理
し
て
い
る
程
度
⑯
　
参
加
者
が
議
論
の
後
に
自
身
の
考
え
を
変
え
て
い
る
程
度
決
定
（
協
働
ガ
バ
ナ
ン
ス
・
レ
ジ
ー
ム
に
よ
り
到
達
し
た
意
思
決
定
）
⑰
　
共
通
の
目
的
・
目
標
に
対
す
る
明
確
な
合
意
〇
〇
⑱
　
手
続
的
・
運
営
的
な
意
思
決
定
の
数
・
種
類
（
議
題
設
定
，
議
論
の
審
議
，
作
業
グ
ル
ー
プ
の
任
命
等
）
⑲
　
重
要
な
意
思
決
定
の
数
・
種
類
（
技
術
的
／
政
策
関
連
の
意
思
決
定
，
今
後
の
取
組
に
関
す
る
意
思
決
定
等
）
⑳
　
合
意
の
受
容
性
・
公
平
性
／
平
等
性
〇
㉑
　
合
意
の
耐
久
性
・
頑
強
性
・
有
効
性
共通の動機
信
頼
（
他
者
の
信
頼
性
・
能
力
に
対
す
る
自
信
）
㉒
　
参
加
者
間
の
信
頼
の
認
知
水
準
〇
〇
㉓
　
参
加
者
が
相
互
に
合
理
的
・
予
測
可
能
・
信
頼
で
き
る
と
信
じ
て
い
る
程
度
相
互
理
解
（
違
い
へ
の
感
謝
・
寛
容
さ
）
㉔
　
参
加
者
が
参
加
者
間
の
違
い
を
特
定
し
，
尊
重
す
る
こ
と
が
で
き
る
程
度
〇
〇
〇
〇
〇
〇
㉕
　
参
加
者
が
安
心
し
て
他
者
に
情
報
を
示
す
こ
と
が
で
き
る
程
度
㉖
　
他
者
に
感
謝
し
，
他
者
か
ら
感
謝
さ
れ
て
い
る
程
度
内
部
合
法
性
（
協
働
ガ
バ
ナ
ン
ス
・
レ
ジ
ー
ム
や
そ
の
参
加
者
の
価
値
・
信
頼
性
に
関
す
る
考
え
方
）
㉗
　
参
加
者
が
協
働
ガ
バ
ナ
ン
ス
・
レ
ジ
ー
ム
や
そ
の
参
加
者
を
有
益
で
価
値
が
あ
り
・
信
頼
で
き
る
と
考
え
て
い
る
程
度
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
（
協
働
ガ
バ
ナ
ン
ス
・
レ
ジ
ー
ム
・
そ
の
集
団
の
目
的
・
目
標
・
変
化
に
対
す
る
献
身
・
責
任
）
㉘
　
参
加
者
が
協
働
ガ
バ
ナ
ン
ス
・
レ
ジ
ー
ム
や
そ
の
目
的
・
目
標
に
コ
ミ
ッ
ト
し
て
い
る
程
度
㉙
　
ア
ウ
ト
カ
ム
達
成
に
向
け
た
参
加
者
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
程
度
㉚
　
参
加
者
が
ア
ウ
ト
カ
ム
に
対
し
て
責
任
を
持
ち
，
説
明
責
任
を
有
し
て
い
る
程
度
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇
共同の能力
手
続
的
・
制
度
的
な
整
備
（
長
期
間
に
わ
た
り
協
働
ガ
バ
ナ
ン
ス
・
レ
ジ
ー
ム
を
管
理
す
る
規
則
）
㉛
　
基
礎
的
ル
ー
ル
・
運
営
規
則
・
意
思
決
定
ル
ー
ル
・
設
立
趣
意
書
・
条
例
・
規
則
・
規
制
の
性
質
・
質
㉜
　
協
働
ガ
バ
ナ
ン
ス
・
レ
ジ
ー
ム
の
効
果
的
管
理
を
可
能
と
す
る
準
備
の
程
度
㉝
　
協
働
ガ
バ
ナ
ン
ス
・
レ
ジ
ー
ム
に
お
い
て
個
々
の
機
関
が
有
し
て
い
る
制
度
的
整
備
の
程
度
〇
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
（
様
々
な
機
能
を
行
う
た
め
の
協
働
ガ
バ
ナ
ン
ス
・
レ
ジ
ー
ム
参
加
者
に
よ
る
様
々
な
役
割
）
㉞
　
リ
ー
ダ
ー
と
リ
ー
ダ
ー
が
果
た
せ
る
／
果
た
せ
な
い
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
の
数
・
種
類
（
推
進
者
／
支
援
者
／
議
長
／
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
タ
ー
／
調
停
者
／
専
門
家
）
知
識
（
情
報
・
デ
ー
タ
・
専
門
性
の
創
出
・
共
有
・
分
析
）
㉟
　
関
連
知
識
が
創
出
さ
れ
，
発
展
さ
れ
た
程
度
（
そ
し
て
，
ど
の
よ
う
に
し
て
発
展
さ
れ
た
か
）
㊱
　
有
形
・
無
形
の
知
識
管
理
が
明
確
に
な
さ
れ
て
い
る
程
度
㊲
　
高
品
質
・
信
頼
性
の
高
い
情
報
が
提
示
さ
れ
，
ア
ク
セ
ス
可
能
で
あ
り
，
参
加
者
に
理
解
さ
れ
た
程
度
㊳
　
知
識
創
出
・
管
理
に
科
学
技
術
が
活
用
さ
れ
た
程
度
資
源
（
協
働
ガ
バ
ナ
ン
ス
・
レ
ジ
ー
ム
の
共
通
目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
必
要
な
人
的
・
技
術
的
・
財
政
的
・
そ
の
他
の
資
源
の
獲
得
）
㊴
　
資
金
・
事
務
的
支
援
・
専
門
性
・
ツ
ー
ル
・
そ
の
他
の
資
源
が
獲
得
さ
れ
た
程
度
△
㊵
　
全
参
加
者
が
様
々
な
資
源
の
獲
得
に
貢
献
し
，
有
効
活
用
す
る
こ
と
が
で
き
た
程
度
㊶
　
参
加
者
が
他
者
の
資
源
・
能
力
の
多
様
性
を
包
摂
す
る
努
力
を
し
た
程
度
出
所
：
著
者
作
成
15行政と市民セクターとの協働における協働性評価の指標について 
る。また，多文化であり日本のように以心伝心
とはいかない中で，率直な議論，オープン・包
摂的なコミュニケーションや意見が対立した場
合における管理も重要であり，そういった趣旨
から７つの評価指標が挙げられている。
日本においても理念は同じであるが，文化や
状況が異なること，また，日本の協働において
は，個々の役割分担に基づいて発言が行われる
ことが多く，利害が反することは少ないと推察
されるため，アメリカと比べると指標設定の必
要性は低いと考えられる（対等な意見交換だけ
で十分だと考えられる）。
決定
「⑰共通の目的・目標に対する明確な合意」，
「⑳合意の受容性・公平性／平等性」以外の指
標は該当なし，⑰⑳についても，それぞれ２団
体，１団体のみが該当という結果であった。
Ansell & Gash（2008：544）による協働ガバ
ナンスの定義に代表されるとおり，アメリカに
おいてはコンセンサス（合意）志向の意思決定
が協働において重要であり，それらに関する５
つの指標が設定されている。日本においても理
念は同じであるが，日本の協働の場合，「共有」
といった言葉の中に合意という意味も含まれて
おり，大阪市のように「合意」と明示していな
くても，例えば，「双方の目的の共有」といっ
た指標の中に「双方の目的の合意」も含意され
ていると考えられる。
従って，実態として合意せずにどちらか片方
の意向で協働が進むことは考えにくいが，一般
的に市民セクターより行政の方が影響力が強い
ことに鑑み，行政主導の意思決定が行われるこ
とも想定されることから，合意による公平・平
等な意思決定を担保する意味で指標を設定して
もいいのではないかと考える。その場合におい
ても，Emerson & Nabatchi（2015）のように細
かく指標を設定するのではなく，包括的に「双
方合意のもとで協働を進め，意見の不一致が
あった場合においては双方協議のうえで解決を
したか」といった趣旨の指標が日本においては
適切ではないかと考える。
信頼
「㉒参加者間の信頼の認知水準」については
２団体が該当し，「㉓参加者が相互に合理的・
予測可能・信頼できると信じている程度」につ
いては該当なしという結果であった。
アメリカでは，協働参加者間の信頼関係は協
働におけるすべてのプロセスを円滑に進めるた
めに重要であると認識されており（Ansell & 
Gash（2008：558），Emerson & Nabatchi（2015：
66）など），また，多文化国家であることなど
を背景として協働参加者間の思考・言動に必ず
しも類似性があるわけではない中，双方が合理
的であることが求められ，これら２つの指標が
設定されている。
日本においても信頼関係が重要であるという
状況は同じであり，また，協働参加者間の信頼
関係の構築は協働の重要な成果の１つであると
認識されていることから，それを指標化するこ
とは協働が円滑に進んだかだけでなく，協働の
成果を見える化することになり，必要なのでは
ないかと考える。
相互理解
「㉔参加者が参加者間の違いを特定し，尊重
することができる程度」については多くの団体
16
が該当し，「㉕参加者が安心して他者に情報を
示すことができる程度」と「㉖他者に感謝し，
他者から感謝されている程度」については該当
なしという結果であった。
協働には立場や状況，特性などが異なる参加
者が参加するため，相互に理解し，尊重するこ
とがアメリカにおいても，日本においても重要
視されている（小川（2017：55-56），小川（2019b：
9）など）。㉕については「信頼」の指標に包含
され，㉖については㉔に包含されると考えられ
るため，㉕㉖を新たに指標化する必要性は低い
のではないかと考える。
内部合法性・コミットメント
「㉚参加者がアウトカムに対して責任を持ち，
説明責任を有している程度」については多くの
団体が該当し，それ以外については該当なしと
いう結果であった。㉚については，「協働事業
結果の市民への情報発信」といった趣旨の指標
を挙げている団体を〇にしている。
アメリカの場合，事業に関係する利害関係者
が包括的に集められて協働が実施されるため，
参加者によっては受け身での参加もあり得る
が，日本の場合，組織・個人の意思により能動
的に協働に参加することが多いため，参加する
時点で協働自体やその目的・目標にコミットし，
結果にモチベートしていることが多いと考えら
れ，これらの指標を新たに設定する必要性は低
いのではないかと考える。
手続的・制度的整備
「㉝協働ガバナンス・レジームにおいて個々
の機関が有している制度的整備の程度」につい
ては１団体が該当し，それ以外については該当
なしという結果であった。
Emerson & Nabatchi（2015）による元々の趣
旨に鑑みると，本指標は，制度等を含む内部管
理が整っているかを評価するための指標であ
る。日本においても，これらが重要なことであ
るとは認識されており，協定書や規約等により
文書化・明示化されることが多い。
しかしながら，協働事業の内容については事
業計画書・収支計画書等で詳細に精査される一
方，協働の内部管理については相対的に疎かに
されることが散見されるように感じられる（こ
のことは，小川（2019a：135）による市区町村
調査において，協定書を締結する例がしない例
よりかなり少ないことからも推察される）。指
標化するか否かは別として，内部管理という観
点からも協定書の締結や規約等の策定はどの団
体においても必要なのではないかと考える。
リーダーシップ
「㉞リーダーとリーダーが果たせる／果たせ
ないリーダーシップの数・種類」については，
どの団体も該当なしという結果であった。
アメリカでは，協働におけるリーダーの重要
性は多くの研究者が指摘しているところであり
（Crosbyら（2017），Morse（2010），Page（2010）
など），参加者が多くなれば多くなるほど参加
者を統合するリーダーシップが必要となる。日
本においても，成功している協働事業において，
リーダーの存在がその要因の一つとして挙げら
れることは多く（小川（2020）など），リーダー
の有無が協働に与える影響は大きい。
リーダーの有無，及びそのリーダーがどの役
割を果たせたか／果たせなかったかを指標化す
ることは，協働がうまくいったことを確認でき
17行政と市民セクターとの協働における協働性評価の指標について 
るだけでなく，協働の重要な成果の１つとして
認識されている人材育成について見える化する
ことにも繋がり，必要なのではないかと考えら
れる。
ただし，これまで暗黙的に存在していたリー
ダーを明示的にし，評価することが日本社会に
馴染むかどうかは検討が必要であるとともに，
リーダーを明示的にすることで手続的な必要性
等も生じる。
知識
どの指標についても該当なしという結果で
あった。分析対象団体の評価指標を概観すると，
協働により得られる成果として指標化されてい
る項目が，①事務事業としての目的・目標の達
成，②行政と市民セクターとの関係性構築に限
定されている印象がある。しかしながら，上述
のとおり，信頼関係や人材育成も重要な成果で
あるとともに，アメリカではスモールウィン（小
さな成果）という概念も重要であり（Ansell & 
Gash（2008：561）），その代表例は「協働学習」
である（小川（2017：56））。
「協働学習」とは，協働を通じて協働参加者
が知識・情報・専門性を得ることやそこから新
たなアイディア等が発生することにより，協働
の効果を別の視点からも得られるという考え方
であり，例えば，小川（2020：10）による池袋
モンパルナスの事例において，協働参加者であ
るアーティストがイベント運営に関する知識・
経験を涵養した例などがある。また，これは，（行
政から見た）協働相手となる市民セクターの能
力向上だけでなく，行政にとっても，地域との
ネットワーク向上，現場知識の涵養等の能力向
上に繋がるものである。
このような双方にとっての「協働学習」の視
点は，日本において協働の成果だと認識されて
いることが少なく（実際，どの自治体のマニュ
アルでも言及されていない），日本の協働事業
の評価の視点としてあってもいいのではないか
と考える。
資源
「㊴資金・事務的支援・専門性・ツール・そ
の他の資源が獲得された程度」については２団
体が該当（△）し，「㊵全参加者が様々な資源
の獲得に貢献し，有効活用することができた程
度」，「㊶参加者が他者の資源・能力の多様性を
包摂する努力をした程度」については該当なし
という結果であった。
アメリカでは，協働の参加者が多様であるこ
とから，それぞれが自身の有する特性を活用し
て協働に必要な資源獲得に貢献し，それらの資
源を持ち寄って協働を成功に導くという考えが
多く，そういった趣旨から指標が設定されてい
る。日本においても状況は同じであり，参加者
それぞれの特性・資源を活用して協働を実施す
るという考え方は広く浸透している。日本はア
メリカのような参加者の多様性は生じにくいの
で，「双方が特性・資源を活用して協働を実施
することができたか」といった趣旨の指標や，
上述のとおり，市民セクターの視点から「行政
はどの程度資源等のサポートをすることができ
たか」などの指標が適切ではないかと考える。
結果の整理
本論文は，行政と市民セクターとの協働にお
ける協働性評価の指標について，アメリカの
Emerson & Nabatchi（2015）が提示している協
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働性評価の指標と日本の自治体の評価指標を比
較し，「アメリカにあって日本にない指標はど
の指標か」，「それらは日本の自治体において新
たに設定する必要があるか」を問として研究を
行ってきた。
この問に対して，Emerson & Nabatchi（2015）
が提示している評価指標をベースに日本の政令
指定都市・特別区（10団体）における協働事業
の評価指標を確認した結果，統合モデルにおけ
る「発見」及び「定義」以外の構成要素の評価
指標の多くが分析対象団体における協働事業の
協働性評価の指標にはないという結果であっ
た。
そのうち，本論文において，以下の指標の設
定の必要性を示してきた（［　］内は統合モデ
ルの構成要素），
①［定義］（行政だけでなく）市民セクターの
視点からの評価指標の設定に関する指標
例：「行政の視点からだけでなく，参加者
双方の視点から評価指標を設定したか」
②［決定］双方の合意による公平・平等な意思
決定を担保する指標
例：「双方合意のもとで協働を進め，意見
の不一致があった場合においては双方協議に
うえで解決をしたか」
③［信頼］協働参加者間の信頼関係の構築に関
する指標
例：「協働参加者間で信頼関係は構築され
たか」
④［リーダーシップ］リーダーの有無とその役
割に関する指標
例：「参加者の中にリーダーはいたか」，
「リーダーはどのような役割を果たしたか／
果たせなかったか」
⑤［知識］協働学習（スモールウィン）に関す
る指標
例：「双方は協働を通じて知識・情報・専
門性・ネットワークを得ることができたか」，
「協働を通じて新しいアイディアを生み出す
ことができたか」
⑥［資源］特性・資源の活用・獲得に関する指
標
例：「双方が特性・資源を活用して協働を
実施することができたか」，「行政はどの程度
資源等のサポートをすることができたか」
特に，③④については，協働の重要な成果の
１つ（信頼関係の構築及び人材育成）として認
識されているにも拘わらず指標化されていない
こと，⑤については日本においては未だ協働の
成果として認識されていない可能性が高いこと
から，それらを協働の成果として見える化する
という意味でも指標化の必要があることを示し
てきた。これらが協働の成果として一層認識さ
れていくことで，協働の意義・必要性が更に理
解され，協働が一層推進されていくことが期待
される。
また，①については，行政視点での評価指標
の設定が多く，市民セクターや参加者視点での
評価指標の設定が少ないことが理由であり，②
については，一般的に行政の方が影響力の強い
ことに鑑み，行政主導の意思決定が行われるこ
とも想定される中，合意による公平・平等な意
思決定を担保することが理由である。
４　終わりに
本論文は，行政と市民セクターとの協働にお
ける協働性評価の指標について，「アメリカの
19行政と市民セクターとの協働における協働性評価の指標について 
Emerson & Nabatchi（2015）が提示している協
働性評価の指標のうち，どの指標が日本の自治
体の評価項目にはないか」，「それらの指標は日
本の自治体において新たに設定する必要がある
か」を問として研究を行ってきた。
評価指標等を充実させることは協働における
協働性評価を促進するだけにとどまらないと考
えている。アメリカにおいて評価指標等として
含まれているものの，日本において含まれてい
ない指標等については，すなわち，協働により
達成可能な成果であると自治体から認識されて
いない可能性がある（＝部分的な側面からしか
協働を捉えていない可能性がある）。一般的に，
評価とは成果として想定されることを定量的に
測定又は定性的に良し悪しを定めるものだから
である。若しくは，成果とは認識されつつ，評
価指標等が依存している上位目標（方針、計画
等）にないなどの理由から指標化されていない
可能性がある。上位目標が首長の意向や全体方
針に依存していることに鑑みると，指標化され
ていない成果はその自治体において重要視され
ていないと言うこともできる。協働による多様
な側面が認識されれば，協働の意義・必要性も
更に認識され，協働自体の更なる普及に繋がる
ことになると考えている。すなわち，協働にお
ける協働性評価の項目の充実化に向けて一定の
示唆を得ることは，それにより，協働の意義・必
要性を新たな側面から再確認することにもなる。
なお，本論文における調査対象団体は208団
体，分析対象団体は10団体なのに対して，市区
町村数は全国で1,724団体ある19こと，また，協
19 政 府 統 計 ポ ー タ ル サ イ ト（https://www.e-stat.
go.jp/municipalities/number-of-municipalities）より
2020年３月７時点の数として確認した。
働は都市部・地方部などでも形態や進展が異な
ることなどを考えると，本論文の結果をそのま
ま日本全国の市区町村における結果であると述
べることが難しいことは承知している。今後は，
都道府県を調査対象団体に加えるなど，研究の
範囲を広げていきたいと考えている。
また，本論文においては，アメリカの評価指
標等をベースに日本の市区町村の評価指標を確
認したため，アメリカに無くて，日本にある指
標については拾っていないことになる。日本独
自の評価指標やそれらが設定された背景等にも
関心があり，今後の研究課題として残しておき
たい。
〔投稿受理日2020. 5. 11／掲載決定日2020. 7. 23〕
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